
海岸漂着物対策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針の変更について

その他

１．推進体制
２．各種施策の点検

経緯

○環境教育
〇消費者教育
〇普及啓発
○海岸漂着物対策活動
推進員等の活用 等

主
な
改
正
事
項

１．漂流ごみ等の円滑な処理の推進

２．３Ｒの推進等による発生抑制

３．マイクロプラスチック対策

４．民間団体等の活動支援

５．国際連携、国際協力

平成21年の海岸漂着物処理推進法制定以降も、海岸漂着物等が海洋環境に深刻な影響を及
ぼしており、海洋ごみ対策に係る国際連携・協力の必要性が高まっていること等を踏まえ、平成
30年６月に同法が改正された。法改正を踏まえ、同法に基づく政府の基本方針を変更するもの。

〇流域圏（内陸～沿岸）
で関係主体が一体と
なって対策を実施

〇地域住民の生活や漁
業、観光業等の経済
活動に支障を及ぼし
ている漂流ごみ等に
ついて、漁業者等の
協力を得ながら処理
を推進

〇大規模漂着流木等の
緊急的な処理に対す
る災害関連制度の活
用の推進

①３Ｒの推進による循環型社会の形成
〇ワンウェイのプラスチック製容器包装・製品のリデュースなど
により、廃プラスチック類の排出を抑制
〇効果的・効率的で持続可能なリサイクル、生分解性プラス
チック・再生材の利用の推進、廃プラスチック類の適正処理を
徹底
〇漁具等の海域で使用されるプラ製品の陸域での回収徹底、
可能な限り、分別、リサイクル

②マイクロプラスチックの海域への排出の抑制
〇事業者は、洗い流しスクラブ製品に含まれるマイクロビーズ
の削減徹底など、マイクロプラが海洋に流出しないよう、その
使用抑制に努力
〇国は、マイクロプラスチックの使用の抑制、飛散・流出防止
の措置等について、実態を把握

１ 海岸漂着物対策の推進に関する基本的方向

①海岸漂着物等の円滑な処理

③多様な主体の適切な役割分担と連携の確保

①行政、国民、民間団体、事業者等の全国規模で
の連携強化
②表彰等により積極的な参画を促進
③研究者間の連携を強化

④国際連携の確保及び国際協力の推進

①世界的な取組への積極的な関与
②アジア等の関係国との連携・協力の促進
③途上国の発生抑制対策の支援
④地球規模のモニタリング・研究ネットワーク構築

２ 地域計画の作成に関する基本的事項

○地域計画には、重点区域の設定、対策内容等を規定
○都道府県が地域計画を作成又は改定するに当たっては、内陸から
沿岸に渡る流域圏の主体が一体となる必要があること等に留意。

３ 海岸漂着物対策推進協議会に関する基本的事項

○地域の関係者が円滑な意思疎通や連絡調整を図るため、
有識者や事業者等を含む幅広い主体の参加が望まれる。

②海岸漂着物等の効果的な発生抑制

⑤その他対策に必要な事項

容器包装のプラスチック削減の取組
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